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和歌山県海岸保全基本計画技術検討委員会 議事録 

 

日時：令和 7 年 9 月 1 日(月) 14:00～16:00 

場所：和歌山県自治会館 3 階 304 会議室 

 

１．第 2 回技術検討委員会での主な意見への対応について 

資料-1 の第 2 回技術検討委員会での主な意見への対応について、内容を説明の上、改

めて指摘事項は特に無いことを確認した。 

 

２．将来の設計外力及び代表海岸における将来の計画天端高について 

資料-2 の説明資料のうち第 1 章から第 3 章までの内容に関する各委員からの意見は以

下のとおりである。 

 

委員  ：P9、「既往最高潮位記録時の最大潮位偏差の再現期間が極端に大きい」とある

が、P13 の表によると、最大潮位偏差の再現期間は大体 200 年前後であり、極

端に大きいというのは違和感がある。そのため、「設計波高の再現期間に比べ

てかなり高い」などの表現に変えることは可能であるか。また、P10、P11 の

棒グラフに既往最大とあるが、具体的な再現年を併記した方がよいのではな

いか。 

 3 章の P27 日置港海岸の設計高潮位が、現行と 2℃上昇シナリオで同じ値にな

っているのはなぜか。 

 P30 で 2℃上昇シナリオの換算沖波波高を記載しているが、これに現行の換算

沖波波高を併記した方がよいのではないか。 

 P31 不足高について、2℃上昇シナリオと 4℃上昇シナリオを比較し、4℃上昇

シナリオへのリスクは余裕高 1m で対応するということであれば、将来の天端

高は、2℃上昇シナリオの必要天端高に余裕高 1m を見込むということになる。

そうした場合には、その値と現行天端高を比べて不足高を出すべきではない

か。 

事務局 ： P9 の「既往最高潮位記録時の最大潮位偏差の再現期間が極端に大きい」とい

う表現は、200 年程度で極端というのは違和感があるため、表現を改める。 

 P10 については、既往最大潮位偏差の再現期間を併記する。 

 P27、日置港の設計高潮位は、P21 のグラフで、四角い赤線が将来の 2℃上昇シ

ナリオの設計高潮位として、基準年の H.W.L.に潮位上昇量、潮位偏差の変化

率を足したものである。日置港は、切目崎と潮岬の間に位置しているが、両隣

の値は T.P.+2.5m を超えるような値になっている。日置港については、既往最

高潮位が T.P.+3.10m であり、そのときの台風由来で設計高潮位を上げた経緯

があり、この数字を下げるということは困難である。2℃上昇シナリオと現行

を比較すると、現行の方が高いため、P27 については、現行と 2℃上昇シナリ

オを同じ値としている。 

 P30 の換算沖波については現行の換算沖波についても出しているので、併記す

る。 

 P31 について、ここで示している 2℃上昇シナリオの値は余裕高を見込んでい
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ない値なので、1m を足し合わせることについては再度調整した上で修正をさ

せていただく。 

委員  ：P21、日置海岸については元々の設計高潮位が高かったとの説明であったが、

このグラフで同じように突出している他の 2 地点についても同じような整理

になっているのか。 

事務局 ：残りの 2 地点は、左側は阿尾漁港海岸、右側は勝浦漁港海岸であるが、これま

で被災履歴があり、現行よりも高い値が設定されている。そのため、2℃上昇

シナリオの値が現行の値を上回らないので、防護水準を下げないというため

に、現行の値をそのまま採用することとしている。 

委員  ：P28、砂浜については、現況 10m ぐらいの砂浜幅の減少が重要である。それぞ

れの場所での潮位の上昇や設計高潮位が上がると、各要因でどれぐらい砂浜

幅が減るかのグラフがあってもよいのではないか。 

 また、現時点で 4℃上昇シナリオを考慮して余裕高を設定してしまうことは、

過大設定にならないか。順応的適応策の考え方で検討を進めるのであれば、今

4℃上昇シナリオを目指さず、途中で見直す際に上振れしているかどうかの検

討にした方がよいのではないか。4℃上昇シナリオの余裕高で整備を進めてし

まうと、L1 津波と同様に整備が追い付かない状況になってしまうのではない

か。 

事務局 ：P28 について、砂浜の勾配については何地点か現地で計測しているところがあ

る。それらを参照して、仮に 1：10 の勾配で想定すると 50cm 上がると 5m ぐら

い後退するということになる。P28 に後退量を示すかどうかについては検討さ

せていただきたい。 

 4℃上昇シナリオの取り扱いについては、まだ 2100 年まで 80 年弱ぐらいの期

間があり、それを目指すというのは難しいところがあるので、和歌山県として

は段階的な整備を考えていきたい。その中で、現時点で 4℃上昇シナリオの高

さを、余裕高を含めて目指すのではなく、途中段階での高さを検討するという

ような形を取りたいと考えている。 

委員  ： P26、P27 の表について、設計高潮位だけ 2℃上昇シナリオを書いているが、波

高や周期についても、現行だけでなく、2℃上昇シナリオの値も書いていただ

くことは可能か。 

事務局 ：波高や周期についても、2℃上昇シナリオの値を示させていただく。 

 

３．将来の津波外力について 

資料-2 の説明資料のうち第 4 章の内容に関する各委員からの意見は以下のとおりであ

る。 

 

委員  ：P33 で現行と将来気候の津波水位は、差が大きいということがわかった。今回

4 カ所しかやっていないが、基本計画を作るまでに残りの海岸も計算するとい

う理解でよいのか。 

事務局 ：基本計画においては、各海岸でこの値を使うというのではなく、今後海岸の外

力設定を行うにあたっては、気候変動の影響を考慮した検討を実施するとい

う方針の内容にしたいと考えている。 
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委員  ：施設設計をしようとしたときに、津波計算を毎回実施するということか。今回

4 地点にて津波計算を実施したが、結局施設設計するときに再度津波計算を実

施しないといけないのではないか。 

事務局 ： 和歌山県の場合、第一波対策を別途進めている。なお、一律で値を決めると実

務上では設計上、不整合が出てくる可能性があるため、対策が必要なところに

ついては改めて津波計算を実施する必要があると認識している。 

 

４．気候変動を踏まえた今後の整備手順の考え方について 

資料-2 の説明資料のうち第 5 章の内容に関する各委員からの意見は以下のとおりであ

る。 

 

オブザーバー：P44、今後の適応策の考え方を記載した模式図が 2 つあるが、模式図の中

の外力の変化、潮位偏差、越波流量、打ち上げ高の増大に関する記載に修正が

必要ではないか。具体的には、こちらは 2℃上昇シナリオをもとにしていると

思うが、2℃上昇シナリオだと一般的には地上気温の変化や高潮の変化が 2000

年代半ば、2040～2050 年ごろにピークアウトするということはよく言われて

いる。そうなると台風の強大化と、それに伴って高潮なども 2000 年代半ばに

はピークアウトするということは考えられる。要は図にあるように、2100 年

に向けて線形に徐々に増大するわけではない。そういう意味ではこの外力の

直線的な変化と、それをもとにした文章というのは見直しが必要と思われる。 

事務局 ：第 1 回検討委員会でご指摘をいただいて、第 2 回のときに 2040 年までで潮位

偏差、波浪については一定にするという考え方と、もう 1 つはトレンドで直線

的に上げていくという考えを示し、それに応じて必要な天端高はどのように

なるかというのを示させていただいた。 

 その際、2040 年というと 15 年しかないが、2040 年で潮位偏差を見込んだ場

合、2100 年と比較すると 2040 年時点の嵩上げ量がかなり大きくなり、整備を

進めることが困難と考えている。基本的には 2100 年までのトレンドを見た上

で、海面上昇は確実性が高いので、不確実性を有する潮位偏差と波浪の増大率

については、余裕高のところで考えていくこととさせていただきたい。 

オブザーバー：まずは余裕高を見込んでいるもので、一致しないものは吸収しながらとい

うことか。 

事務局 ：波浪の変化率は 2～3％で小さく影響が小さい。潮位偏差についても、2100 年

を見込んだ場合でも 80 年確率偏差の変化率を掛けた場合に 10cm 以下の潮位

偏差の増大なので、それについては余裕高に含めて考えていくことも可能で

はないかと考えている。波浪、潮位偏差の変化量は大きくはなく、2040 年ご

ろまでにピークアウトするにしても不確実性が高いため、不確実性のある波

浪、潮位偏差については余裕高で対応する方針とし、余裕高でどう織り込んで

いくかご意見を賜りたいと思っている。 

オブザーバー：P45、各地区海岸の施設高と設計高潮位の現行と将来を比較されているが、

実際の施設高の状況と比較する対象は、単純な設計高潮位ではなく、波による

影響も考慮した余裕高を含んだ必要天端高になるのではないかと思われる。 

事務局 ：必要高については、3 章でご説明させていただいた代表 25 海岸だけを検討さ
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せていただいている。今回 200 弱の地区海岸があるが、全海岸についての必要

天端高は求めていないため、これに併記するのは難しい。この図の作成の趣旨

としては、田辺湾や白浜周辺については内湾になっていて、波当たりが大きく

変化し、それに合わせて既設の護岸高が低くなっている。そのような地点につ

いては、将来の海面上昇の影響を非常に大きく受けるだろうと想定すること

が出来る。現行の施設で波当たりが大きい地点は当然ながら必要天端高は非

常に高くなっているが、一方で、波当たりが弱い地点の防護ラインについては

低いところがあるため、そのような地点については、海面上昇の影響を強く受

けるという想定を踏まえて、早急に対応が必要な整備箇所を抽出するという

目的もあり、この図をつけさせていただいている。 

 ご指摘のように、必要天端高を踏まえながら今後の整備を実施することにな

るが、それについては代表 25 海岸で示させていただいた検討結果も踏まえつ

つ、今後対策が必要なところについては代表海岸の設定状況を踏まえて、それ

ぞれ必要な整備を実施していくことを想定している。 

委員  ：気候変動の影響に対する適応策に関する国総研の本多室長の講演を最近聞い

たが、事前適応策は私たちが 2100 年 2℃上昇シナリオで考えている内容で、

順応的適応策は供用期間の終わりの水準はその時点に合わせて少し低めに設

定してもいいということではなかったということが分かった。 

 また、構造物によって、パラペットを足したりマウンドを補強したり、見直し

た後で順応的に追加してできるものもあるが、地盤改良とか構造を変更しな

いと対策できないような構造物に関しては、上振れを見込んで先に改良して

おかないと、供用期間が来たから対策を行うのは困難であるため、上振れを見

越すというのが事前適応策である。つまり、護岸であれば余裕高の観点でいけ

るのだが、防波堤や地盤改良はそういうわけにはいかない。構造形式ごとに事

前にするのか、順応的で行くのかを仕分けるのが本来の目的である。今回 P44

の左下の図で、供用期間までで低めの設定でいいというのは②の最後を目指

していないことになっている。 

 供用期間の問題は、長寿命化やコンクリートの質の向上がある。現状古くなっ

ているところは見直すが、2030 年に施工して 2080 年までしかもたないかとい

うと、そんなことはないのではないかと思う。施設によって長寿命化できるよ

うな施設なのか、そういう話も必要ではないかと考える。 

事務局 ：いただいたご意見については、どのように海岸保全基本計画に盛り込んでいく

か、今後どうしていくか考えていきたい。 

委員  ：P44 で、4℃上昇シナリオによるリスクも踏まえた設定という表現は、4℃上昇

シナリオについても余裕高の議論によって包括し、基本的には 4℃上昇シナリ

オに対応するという考えか、それとも 4℃上昇シナリオを参考値として考慮す

るという考えなのか。水門など一度整備するとやり直しが困難な構造物につ

いては、2℃上昇シナリオだけではなく、4℃上昇シナリオを含めた上振れの可

能性もしっかり考慮しようという考えを計画に位置づけている例もある。 

 例えばそのような形で、現時点の科学的知見において上振れの可能性を考え

るにあたっては、原則はこうであるという部分と、特に手戻りなどを考えたと

きには考慮しようという部分について、表現を使い分けることも含めて改め
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て検討されるとよいのではないか。 

事務局 ：何が何でも 4℃上昇シナリオをやるという考えではなく、追加で施工しやすい

ものとそうではないもの、水門とか防波堤など、追加が難しいものについては

将来形のことも考えて、上振れと 4℃上昇シナリオを踏まえた整備をするとか、

施設ごとに対応策を分けるとか、そういうことを踏まえて基本計画等に盛り

込んでいければと考えている。 

委員  ：順応的適応策の手戻り防止の説明によると、「順応的適応策の適用に当たって

は、排出シナリオの不確実性への対応の観点から、その適用が容易となるよう

な構造上の工夫や配慮を施すことも重要である。また、施設の供用性や経済性

等の観点に照らして、順応的適応策の採用が比較的困難であると想定される

施設や工法については、将来的な手戻り防止の観点から事前適応策を前提と

した設計を行うことが望ましい」とあるので、その辺を踏まえて基本計画に書

かれるとよいのではないか。そうした場合は、先ほどの議論のように 2℃上昇

シナリオの上振れもしくは 4℃を参考に目標にするなら事前適応とするなど、

そのように書かれたらよいのではないか。 

委員  ：最終的に余裕高の取り扱いが重要な要素になってくる中で、現在の施設の余裕

高の状況についても資料にあったほうがよいのではないか。また、P45 の表で

は、津波の要素は特に入っていないと理解すればよいか。 

事務局 ：余裕高については、場所によって違うというのが現状である。 

 P45 については高潮の話になっていて、津波については記していない。 

委員  ：今後の施設高の議論をする際には、津波と高潮のいずれで施設高が決まってい

るのか確認できる資料があるとよいと思う。 

 

５．海岸保全基本計画の変更について 

資料-4 の内容に関する各委員からの意見は以下のとおりである。 

 

オブザーバー：P12、熊野灘沿岸海岸保全基本計画の「防護の課題を解決し目標を達成す

るための施策」の中の「高潮・高波に対する施策」で「継続的な波浪観測など

により高潮・高波の外力の変化を監視」とあるが、P7 の紀州灘の海岸保全基

本計画には該当するものがない。一方、P1 の海岸保全基本計画の計画変更の

視点の④で、外力変化の状況などに対して適宜見直しを図ることが必要であ

ると書いてある。これに高潮・高波の外力の監視というのは直接関係するので、

紀州灘の計画にも明記が必要ではないか。 

事務局 ：外力変化の監視の部分については改めて確認させていただき、内容を検討した

上で加える等を考えていきたい。 

委員  ：視点③について、2100 年を想定したことは視点②に記載されており、視点③

については視点④に書いてある内容である。そのため、視点③は、②と④に重

複しているため、これは必要ではないのではないか。 

 先ほどの議論にあったように、④が順応的な話だと思うが、事前適応が必要な

ものという視点を追加したほうがよいのではないか。 

事務局 ：今回の変更に関してどういう視点で行うかということについて基本的考えを

示させていただいた。これをこのまま海岸保全基本計画に記載するわけでは
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ないが、この考え方は報告書に盛り込むことを考えているので、特に事前対策

については重要なご指摘だと思うので、変更に向けて対応させていただきた

い。 

委員  ： 砂浜が減ることによって利用とか環境に影響が及ぶことが考えられる。防災

目線で基本計画の変更が進んでしまうと、人工リーフを設置するなどの防災

対策が主な内容として記載されてしまい、砂浜をどう維持するかの観点が抜

け落ちることが懸念される。利用や環境のところにも反映されるような記載

をお願いしたい。 

事務局 ：和歌山県沿岸の砂浜は一通り調べて現状を把握している。確かに利用できる海

岸はいろいろな面的整備がなされているところもあるので、そういったとこ

ろについては海面上昇の影響等での利用的な配慮は重要な視点になってくる

と思われる。今回確かに防護の議論になってしまっているが、防護、環境、利

用という 3 つの視点があるので、気候変動に関するところでどういった内容

を反映できるか今後の修正のところで提示させていただきたい。 

委員  ：継続的な波浪観測等による外力変化のモニタリングという話が出たが、砂浜の

状況についてもしっかりモニタリングしながら予測を重視した順応的砂浜管

理に取り組む旨についても基本計画の中に入れていただきたい。 

事務局 ：基本方針にも記載があるため、そういったものを踏まえつつ反映させていただ

きたい。 

委員長 ：先ほどの議論で、水門とか防波堤のただつけ足すだけではいけないというのは

どのように記載していくのか。今は検討しますということであるが、その結果

は、ここに書いたのを我々がチェックする形になるのか。 

事務局 ：いただいた意見については、必要に応じて委員に確認いただいた上で作業を進

めていかなければならないと考えている。今後、基本計画見直しの作業段階で

お願いするのか、作業前にお願いするのか、そのあたりも整理して適宜相談さ

せていただきたい。 

 

以 上 


